
池などの 布佐地区で頻繁に発生する浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

布佐地区では、放流先である手賀川水位の影響により、内水が円滑に排除されず、一部の低地部において、 雨水幹線工事(4)（補助対象）【継続費】R3年～4年（R3.7～R4.7）
長年に渡り常襲的な浸水被害が発生している。Ｈ２６年度に布佐ポンプ場が完成したことから、雨水排水を 付帯工事(4)【継続費】R3年～4年（R3.7～R4.7）
布佐ポンプ場まで円滑に排水するため、雨水幹線を整備する。 当該年度 雨水幹線工事(3)（補助対象）【継続費】R2年～3年（R2.7～R3.7）

執行計画 付帯工事(3)【継続費】R2年～3年（R2.7～R3.7）
(3)事業内容 内　　容 家屋事前調査(4)（R3.5～R3.9）

支障物移設工事(水道・汚水)（R3.4～R3.12）
雨水幹線工事の整備延長【継続費】R2年～3年のR3年分 想定値 40当該年度
雨水幹線工事の整備延長【継続費】R3年～4年のR3年分 単位 m

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 雨水幹線工事(3)(4)を行う。 直接 雨水管整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1900m)） % 5 7

令和 4年度 雨水幹線工事を行う。 直接 雨水管整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1900m)） % 13

令和 5年度 雨水幹線工事を行う。 直接 雨水管整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1900m)） % 18

布佐排水区は、布佐ポンプ場は完成したが、幹線を整備しなければ水害対策が完了したことにならないことから幹線を早期に整
(7)事業実施上の課題と対応 備するが必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 雨水幹線工事(3)【継続費】R2年～3年 32,000 ＊ 雨水幹線工事(3)【継続費】R2年～3年 48,000 ＊ 雨水幹線工事(4)【継続費】R3年～4年 212,000 ＊ 雨水幹線工事(5)【継続費】R4年～5年 150,000
＊ (補助対象) ＊ （補助対象) ＊ （補助対象) ＊ （補助対象)
＊ 付帯工事(3)【継続費】R2年～3年 12,000 ＊ 付帯工事（3)【継続費】R2年～3年 18,000 ＊ 付帯工事(4)【継続費】R3年～4年 27,000 ＊ 付帯工事(5)【継続費】R4年～5年 30,000
＊ (起債対象) ＊ （起債対象） ＊ （起債対象） ＊ （起債対象）
＊ 家屋事前調査（３） 5,800 ＊ 舗装他復旧工事(3)（起債対象） 24,800 ＊ 舗装本復旧(4)（起債対象） 3,000 ＊ 舗装本復旧(5)（起債対象） 5,000
＊ 家屋事後調査（２） 2,000 ＊ 雨水幹線工事(4)【継続費】R3年～4年 88,000 ＊ 雨水幹線工事(5)【継続費】R4年～5年 100,000 ＊ 雨水幹線工事(6)【継続費】R5年～6年 120,000
＊ 家屋補償算定（２）（起債対象） 2,800 ＊ （補助対象) ＊ （補助対象) ＊ （補助対象)

実施内容 ＊ 家屋補償（２）（起債対象） 2,400 ＊ 付帯工事(4)【継続費】R3年～4年 18,000 ＊ 付帯工事(5)【継続費】R4年～5年 20,000 ＊ 付帯工事(6)【継続費】R5年～6年 20,000
＊ 支障物移設工事(水道汚水)(起債対象) 10,000 ＊ （起債対象） ＊ （起債対象） ＊ （起債対象）

(8)施行事項
費　　用 ＊ 支障物移設補償(ガス東電)(起債対象) 10,000 ＊ 家屋事前調査(4) 7,000 ＊ 家屋事前調査(5) 10,000 ＊ 家屋事前調査(6) 10,000

＊ 舗装本復旧（起債対象） 17,000 ＊ 家屋事後調査(3) 2,000 ＊ 家屋事後調査(4) 7,500 ＊ 家屋事後調査(5) 7,500
＊ 修正設計業務 1,000 ＊ 家屋補償算定(3)(起債対象） 3,300 ＊ 家屋補償算定(4)(起債対象） 10,000 ＊ 家屋補償算定(5)(起債対象） 10,000
＊ 住民説明会 ＊ 家屋補償(3)(起債対象) 2,400 ＊ 家屋補償(4)(起債対象) 18,000 ＊ 家屋補償(5)(起債対象) 18,000
＊ ガス協議（高圧） ＊ 支障物移設工事(水道汚水)(起債対象) 5,000 ＊ 支障物移設工事(水道汚水)(起債対象) 10,000 ＊ 支障物移設工事(水道汚水)(起債対象) 10,000

＊ 支障物移設補償(ガス東電)(起債対象) 10,000 ＊ 支障物移設補償(ガス東電)(起債対象) 10,000 ＊ 支障物移設補償(ガス東電)(起債対象) 10,000
＊ 特別調査 4,500 ＊ 特別調査 4,500 ＊ 特別調査 4,500
＊ 借地料 1,000 ＊ 借地料 1,000 ＊ 借地料 1,000
＊ 測量費 300 ＊ 住民説明会 ＊ 住民説明会
＊ 印紙代 2

予算(決算)額 合　　計 95,000 合　　計 232,302 合　　計 433,000 合　　計 396,000
国庫支出金 補助率 50 ％ 16,000 補助率 50 ％ 68,000 補助率 50 ％ 156,000 補助率 50 ％ 135,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 69,300 充当率 100 ％ 152,700 充当率 100 ％ 257,300 充当率 100 ％ 241,400

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 9,700 ■特会 □受益 □基金 □その他 11,602 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,700 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,600
換算人数(人) 0.99 1.19 0.99 0.99
正職員人件費 8,613 10,591 8,811 8,811

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 103,613 242,893 441,811 404,811
(11)単位費用

5,756.28千円／m 6,072.33千円／m
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　布佐地区は、地盤高が放流先の手賀川灌漑期水位より低いことや雨水幹線の排水能力不足により水害が発生していた。 ○①事前確認での想定どおり
平成２６年度末に布佐ポンプ場が完成し手賀川水位の影響がなくなったが、上流域では、未だ水害が発生している。原因 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ としては、雨水幹線の能力不足によるため、雨水を早く布佐ポンプ場に集めることが、水害対策となることから今後は、 ○要
   背景は？(事業の必要性) 雨水幹線の整備が必要不可欠となる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 7 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 242,893 △139,280
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△134.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 746 課コード 0604 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 布佐排水区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 ■布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和12年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 242,893 千円 (うち人件費 10,591 千円）⑦事業費
総事業費 2,230,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市排水施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整



設や、調整池などの 若松地区の浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

若松地区は、地盤が低く手賀沼との水位差が少ないため、内水が円滑に排除されず、頻繁に浸水被害が発生 R3.8～R4.3：雨水管布設（4-3工区）
している。浸水被害対策は、５箇所の樋管の築造に合わせ、低段地区は、ポンプ・自然排水併用としている R3.9～R4.3：樋管部管理橋設置（第4樋管、第5樋管）
ことから、４箇所のポンプ場を改修し、高段地区は、自然排水としていることから、手賀沼に直接排水する 当該年度 R3.9～R4.3：樋管部護岸整備（第4樋管、第5樋管）
専用の雨水管（バイパス管）を布設する。 執行計画 R2.6～R2.10：舗装本復旧工事（4-1・4-2工区）

(3)事業内容 内　　容 また、千葉県における手賀沼湖岸提の工事に合わせ、樋管の管理橋及び護岸の整備を行う。 R2.4～R2.8：家屋事前調査（4-4工区）
R2.4～R2.8：家屋事後調査（4-1工区・4-2工区）
雨水管布設工事の施工延長 想定値 134当該年度

単位 m
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 雨水管布設工事を行う 直接 雨水管布設工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長1390m） % 65 75

令和 4年度 雨水管布設工事を行う 直接 雨水管布設工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長1390m） % 85

令和 5年度 雨水管布設工事を行う 直接 雨水管布設工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長1390m） % 100

雨水管布設工事は住宅地内での施工であり、同一地区内で複数工区の施工となることから工事による影響が大きいと危惧される
(7)事業実施上の課題と対応 。このことから若松の住民や水害対策委員会との綿密な調整が必要となる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ バイパス管工事（4-2工区） 82,200 ＊ バイパス管工事(4-3工区)(補助対象) 15,000 ＊ バイパス管工事(4-4工区)(補助対象) 87,600 ＊ 道路復旧工事(4-4工区)(起債対象) 10,500
＊ （補助対象） ＊ 樋管部管理橋4,5(補助対象)(負担金) 21,000 ＊ 樋管部管理橋3(補助対象)(負担金) 12,300 ＊ 家屋事後調査(4-4工区) 10,000
＊ 樋管部管理橋1,2(補助対象) 16,600 ＊ 樋管部護岸4,5(補助対象)(負担金) 41,000 ＊ 樋管部護岸3(補助対象)(負担金) 33,700 ＊ 家屋補償費算定(4-4工区)(起債対象) 12,000
＊ 付帯工事(4-2工区)(起債対象) 48,000 ＊ 付帯工事(4-3工区)(起債対象) 21,300 ＊ 付帯工事(4-4工区)(起債対象) 30,400 ＊ 家屋補償(4-4工区)(起債対象) 6,000
＊ 道路排水改修(4-3工区)(起債対象) 28,200 ＊ 道路復旧工事(4-2工区)(起債対象) 10,500 ＊ 道路復旧工事(4-3工区)(起債対象) 8,800
＊ 家屋事前調査(4-3,4-4工区) 14,100 ＊ 家屋事後調査(4-1,4-2) 8,000 ＊ 家屋事後調査(4-3工区) 7,500
＊ 家屋事後調査(3-4工区) 5,600 ＊ 家屋補償費算定(4-1,4-2)(起債対象) 9,600 ＊ 家屋補償費算定(4-3工区)(起債対象) 9,000

実施内容 ＊ 家屋補償費算定(3-3,3-4)(起債対象) 17,500 ＊ 家屋補償(4-1,4-2)(起債対象) 4,800 ＊ 家屋補償(4-3工区)(起債対象) 4,500
＊ 家屋補償費(3-3,3-4)(起債対象) 12,000 ＊ 支障物移設工事(水道)(起債対象) 8,000

(8)施行事項
費　　用 ＊ 支障物移設補償(ガス)(起債対象) 13,600 ＊ 道路排水改修(4-4工区)(起債対象) 10,000

＊ 支障物移設工事(水道)(起債対象) 8,000
＊ 道路復旧工事(3-4工区)(起債対象) 10,700

予算(決算)額 合　　計 256,500 合　　計 149,200 合　　計 193,800 合　　計 38,500
国庫支出金 補助率 50 ％ 49,400 補助率 50 ％ 38,500 補助率 50 ％ 66,800 補助率 50 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 186,500 充当率 100 ％ 101,800 充当率 100 ％ 118,800 充当率 100 ％ 28,200

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 20,600 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,900 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,200 ■特会 □受益 □基金 □その他 10,300
換算人数(人) 1.29 1.34 1.29 1.29
正職員人件費 11,223 11,926 11,481 11,481

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 267,723 161,126 205,281 49,981
(11)単位費用

2,599.25千円／m 1,202.43千円／m
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

若松地区の沼側の区域は、地盤が低く排水路の放流先となる手賀沼との水位差が少ないために、自然流下することが困難 ○①事前確認での想定どおり
になり大雨の度に頻繁に浸水被害が発生している。排水ポンプは完成したが、若松地区の５年確率降雨に対応するバイパ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ス管の整備も必要不可欠であり、建設することで浸水被害が大幅に減少すると推測される。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
65 75 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 161,126 106,597
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

39.82

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 6.21

% 1億円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 750 課コード 0604 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 若松第１～第５排水区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.34 人）
(1)事業概要

(当　初) 161,126 千円 (うち人件費 11,926 千円）⑦事業費
総事業費 1,120,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市排水施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施



円滑に排除するために、適正な維持管理を実施して十分その機能を発揮し維持
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的 できるようにし、金谷排水機の長寿命化修繕計画策定を行い事故や機能停止の未然防止及びライフサイクル
展開方向

コスト最小化を図り、この計画に沿って今後の維持修繕及び設備更新工事を行って行く。
完成から約３０年経過する金谷排水機場は田中調節池の水位が上がり内水が自然流下できなくなった場合に 金谷排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設点検。(４月～３月)
稼働させる重要な施設で、金谷排水機場に不具合があり稼働できないと、我孫子市北部地区で甚大な浸水被 金谷排水機の長寿命化計画に伴う実施設計（７月～１２月）
害が起きる。これを防ぐために次のことが必要となる。 当該年度
金谷排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設点検。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 金谷排水機の長寿命化修繕計画策定。
金谷排水機場の維持修繕及び設備更新工事。

金谷排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設点検の進捗率。 想定値 100当該年度
金谷排水機の長寿命化計画に伴う実施設計。 単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 金谷排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設を点検することで、施設の機能を十分発揮できる。 直接 排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設点検の進捗率。 ％ 0 100
金谷排水機の長寿命化計画を基に、維持修繕工事及び設備更新工事の実施設計を行う。 金谷排水機の長寿命化計画に伴う実施設計の進捗率。

令和 4年度 金谷排水機場を点検することで、施設の機能を十分発揮できる。 直接 排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設点検の進捗率。 ％ 100
金谷排水機の長寿命化計画に伴う実施設計を基に、維持修繕工事及び設備更新工事を行う。 金谷排水機の維持修繕工事及び設備更新工事の進捗率。

令和 5年度 金谷排水機場を点検することで、施設の機能を十分発揮できる。 直接 排水機場ﾎのﾟﾝﾌﾟ施設点検の進捗率。 ％ 100
金谷排水機の長寿命化計画に伴う実施設計を基に、維持修繕工事及び設備更新工事を行う。 金谷排水機の維持修繕工事及び設備更新工事の進捗率。
施設が老朽化しているので、計画的な改修計画が必要。

(7)事業実施上の課題と対応 金谷排水機場の電気、機械設備の大規模な修繕や更新を事後保全的な維持管理で行った場合、中長期的に維持管理コストが非常 代替案検討 ○有 ●無
に高くなる可能性が大きいため、長寿命化修繕計画を策定し予防保全的な維持管理を行う必要がある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

金谷排水機場施設維持管理費 1,448 金谷排水機場施設維持管理費 4,748 金谷排水機場施設維持管理費 1,448 金谷排水機場施設維持管理費 1,448
＊ 金谷排水機場長寿命化計画策定業務 19,822 ＊ 金谷排水機場長寿命化に伴う実施設計 13,090 ＊ 金谷排水機場電気機械設備更新工事 ＊ 金谷排水機場電気機械設備更新工事

（起債対象） （起債対象） （起債対象）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 21,270 合　　計 17,838 合　　計 1,448 合　　計 1,448
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 9,400 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 20,344 5,794 1,448 1,448

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 926 □特会 □受益 □基金 ■その他 2,644 □特会 □受益 □基金 ■その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 0
換算人数(人) 0.66 0.66 0.66 0.66
正職員人件費 5,742 5,874 5,874 5,874

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 27,012 23,712 7,322 7,322
(11)単位費用

270.12千円／％ 237.12千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

定期点検を実施しない場合、市街地への雨水抑制に対応できないおそれがある。 ○①事前確認での想定どおり
長寿命化計画を策定し、この計画に沿った対応をすることで、機能停止や事故の未然防止及びライフサイクルコストの最 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 小化を図る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,712 3,300
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

12.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.42

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 761 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 金谷排水機場ポンプの点検 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.66 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,712 千円 (うち人件費 5,874 千円）⑦事業費
総事業費 150,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 浸水被害の多い地区の降雨を



の雨水排水施設や、調整池などの 市街地での浸水被害の発生を防止するため、計画的に幹線排水路の整備を進めるとともに、施設の適切な維
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的 持管理を行います。
展開方向

柴崎排水区の下流部では、周辺を高台に囲まれている地形であることから雨水幹線の排水能力不足に起因し 雨水幹線整備工事（２工区）【継続費】R2年～4年(R2.8～R4.11）
、浸水被害が常習的に頻発している。このことから、雨水幹線の排水能力向上を目的とし、既存の雨水管を 付帯工事（２工区）(R3.4～R4.3）
改修する。 当該年度 柴崎幹線雨水管整備設計業務委託(JR常磐線横断部)(R3.7～R4.3)

執行計画
(3)事業内容 内　　容

雨水幹線工事（２工区）の整備延長【継続費】R2年～4年のR3年分 想定値 80当該年度
単位 m

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 雨水幹線（２工区）工事を進める【継続費】R2年～4年 直接 雨水幹線整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1180m)） % 2 5

令和 4年度 雨水幹線（２工区）工事を完了させる【継続費】R2年～4年 直接 雨水幹線整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1180m)） % 10

令和 5年度 雨水幹線（３工区）工事を進める【継続費】R5年～6年 直接 雨水幹線整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1180m)） % 18

工事箇所が我孫子市道のほか、国道・県道・ＪＲ横断を伴うため関連機関との綿密な調整が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 幹線整備工事(２工区)【継続費】R2年 73,000 ＊ 幹線整備工事(２工区)【継続費】R2年 230,000 ＊ 幹線整備工事(２工区)【継続費】R2年 284,000 ＊ 幹線整備工事(3工区)【継続費】R5年 181,200
＊ ～4年（補助対象） ＊ ～4年（補助対象） ＊ ～4年（補助対象） ＊ ～6年（補助対象）
＊ 雨水仮排水工事(２工区) 30,400 ＊ 付帯工事(２工区)(起債対象) 36,500 ＊ 雨水仮排水撤去工事(２工区) 20,000 ＊ 付帯工事(3工区)(起債対象) 30,000
＊ 付帯工事(２工区)(起債対象) 30,000 ＊ 借地料 150 ＊ 付帯工事(２工区)(起債対象) 30,000 ＊ 雨水仮排水工事(３工区) 30,000
＊ 支障物移設工事(水道)(起債対象) 5,000 ＊ ＪＲ横断部基本設計 10,000 ＊ ＪＲ横断部実施設計（補助対象） 30,000 ＊ 特別調査(起債対象) 3,000
＊ 支障物移設補償(東電・ガス)(起債対象) 13,000 ＊ 実施設計（４工区）（補助対象） 20,000 ＊ 支障物移設補償(東電・ガス) 10,000
＊ 設計単価特別調査(起債対象) 3,000 ＊ 借地料 150 ＊ (起債対象)

実施内容 ＊ 家屋事前調査 3,000 ＊ 家屋事後調査(2工区) 3,000 ＊ 支障物移設工事(水道)(起債対象) 10,000
＊ 借地料 87 ＊ 補償算定(2工区) 3,600 ＊ 借地料 2,000

(8)施行事項
費　　用 ＊ 家屋補償費(2工区) 1,800 ＊ 家屋事前調査 5,000

予算(決算)額 合　　計 157,487 合　　計 276,650 合　　計 392,550 合　　計 271,200
国庫支出金 補助率 50 ％ 36,500 補助率 50 ％ 115,000 補助率 50 ％ 167,000 補助率 50 ％ 90,600
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 86,900 充当率 100 ％ 151,300 充当率 100 ％ 201,800 充当率 100 ％ 143,100

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 34,087 ■特会 □受益 □基金 □その他 10,350 ■特会 □受益 □基金 □その他 23,750 ■特会 □受益 □基金 □その他 37,500
換算人数(人) 1.05 1.15 1.05 1.05
正職員人件費 9,135 10,235 9,345 9,345

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 166,622 286,885 401,895 280,545
(11)単位費用

7,244.43千円／m 3,586.06千円／m
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市街地での浸水被害の発生を防止するため、計画的に幹線排水路の整備を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行い ○①事前確認での想定どおり
ます。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 5 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 286,885 △120,263
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△72.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.05

% 1億円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2162 課コード 0604 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 柴崎排水区整備事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 柴崎排水区の整備（柴崎幹線整備事業） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和12年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 286,885 千円 (うち人件費 10,235 千円）⑦事業費
総事業費 3,840,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場など



行い、計画的な改築・更新・維持管理を行う。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

下水道事業公営企業会計への移行に伴い、下水道台帳管理システム・固定資産台帳システムが導入されるこ 雨水排水施設台帳の作成を行う。（３月）
とから、雨水排水施設についても市内の既存施設の調査を行い、GISシステム導入に合わせ、雨水排水施設 雨水排水施設データ更新作業を行う。（５月～８月）
台帳システムを構築し毎年最新の排水施設データに更新することにより計画的な改築・更新・維持管理を行 当該年度 統合型GISシステムの導入。（４月～３月）
う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

雨水排水施設台帳の作成の進捗率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 統合型ＧＩＳシステムの導入 直接 雨水排水施設台帳の作成の進捗率 ％ 0 100
雨水排水施設台帳の作成を行う

令和 4年度 雨水排水施設データ、台帳の更新作業 直接 雨水排水施設データ、台帳の更新の進捗率 ％ 100

令和 5年度 雨水排水施設データ、台帳の更新作業 直接 雨水排水施設データ、台帳の更新の進捗率 ％ 100

台帳システム導入のためには既存雨水排水施設及び法定外公共物の把握が必要不可欠であるが、市内全域の調査は複数年に渡り
(7)事業実施上の課題と対応 調査を行う必要がある。そのため、台帳システム構築と並行して調査を行い、順次台帳システムに反映させていく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 雨水排水施設台帳作成 4,477 ＊ 統合型ＧＩＳシステムの導入 0 雨水排水施設データ、台帳更新 781 雨水排水施設データ、台帳更新 781
（データ更新作業含む） （情報政策課で予算計上） ＊ 浸水想定区域図更新 13,000

＊ 統合型ＧＩＳシステム導入検討 ＊ 雨水排水施設データ更新 825
＊ 設計積算システム移行作業 66

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,477 合　　計 891 合　　計 13,781 合　　計 781
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,477 891 13,781 781

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.72 0.72 0.3 0.3
正職員人件費 6,264 6,408 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,741 7,299 16,451 3,451
(11)単位費用

107.41千円／% 72.99千円／%
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道法により公共下水道管理者は下水道台帳を調整保管することとなっており、下水道事業公営企業会計への移行に伴 ○①事前確認での想定どおり
い、雨水排水施設台帳のシステム化を併せて行う。ついては、統合型GISシステムを複数課で一括導入することで、より ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 安価にシステム化を行うことができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,299 3,442
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

32.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.37

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2164 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 雨水排水施設台帳の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.72 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,299 千円 (うち人件費 6,408 千円）⑦事業費
総事業費 80,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 雨水排水施設台帳のシステム化を


